
• デジタル技術の進歩により、働き方やライフデザインが変化
• 働き方やライフデザインの多様化により、所有からシェアへと価値観が変化
• 国際プラットフォームによる質の高いサービスの提供
• 大きな自然災害や火災等による文化資産の喪失
• コロナ禍の影響による各種遠隔活動のためのデジタルアーカイブ資源ニーズが顕在化

デジタルアーカイブに関するワーキンググループの目的と検討課題

一般的には、博物館、美術館、公文書館や図書館等の収蔵品・所蔵資料をはじめとする有形・無形の文化資源等や公共性の
高いデータ等をデジタル化して記録保存を行うこと（各種辞書より）であり、DAJ推進委員会および実務者検討委員会において
は、様々なデジタル情報資源を収集・保存・提供する仕組みの総体をいう。
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 より一層、デジタル化が進むこと
 新たなデジタルコンテンツの創出や利活用が進むこと
 デジタルコンテンツの所在がより明確になること

 リーチしたコンテンツの権利情報が更にわかりやすくなること
 法的課題との調和を図ること
 人的、技術的、財政的リソースの体制が整備されること・・・等

デジタルアーカイブとは

○原資料の破損や劣化を防止すること
○ コンテンツやデータの、距離・時間・費用・言語の制約がない共有ができること
○新たなコンテンツを創出すること
○ あらゆる検索が可能となること

デジタルアーカイブによりもたらされる効果

背景

全体戦略WGの目的と検討課題 ※3か年報告書より抜粋し、編集

※デジタルアーカイブジャパン推進委員会・実務者検討委員会３か年総括報告書「我が国が目指すデジタルアーカイブ社会の実現に向けて」（令和２年8月）（以下3か年報告書）より抜粋
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【C】デジタルアーカイブリテラ
シーの向上

・デジタルアーカイブに関わ
る人材が育ち、スキルやノ
ウハウが共有されること
・長期保存の環境が整うこ
と（永続メンテナンス、人
的・財政的・技術的リ
ソースの確保）

【活動】

・予算
関係省庁

・有識者の
知見

・アーカイブ機
関および関
係省庁の協
力

・各種会議
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【社会的インパクト】

※ここでいうデジタルアーカイブ＝デジタルコンテンツそのもの、またはその集積

デジタルアーカイブ
社会の実現

最終アウトカム（目的）中期アウトカム
①デジタルコンテンツ拡充支援策の検討
・現状把握と拡充の必要性の共有
・アセスメントツールの作成
・ジャパンサーチの公開
（メタデータの整備、連携フォーマットと利
活用フォーマットの策定、つなぎ役支援策
と利活用促進策の検討）

(4)アーカイブ機関の長期保存の取組支援
・長期保存ガイドラインの改定
・具体的な支援策の検討

②デジタルアーカイブの利活用の促進
・各機関作成のデジタルコンテンツの利用
条件表示の検討
・ガイドライン「二次利用条件表示の在り
方について」の策定

③広報活動
・知財本部ホームページ等の活用
・公式SNS、公式動画チャンネルの開設
・イベントの開催

【アウトプット】【インプット】

⑤人材育成支援策の検討
・課題の共有

④デジタルデータの長期保存のために必要
な取組の検討
・長期保存ガイドラインの策定

⑥法的基盤の整備
・柔軟な権利制限規定の整備
・アーカイブの利活用促進に関する権利制
限規定の整備

(2)ジャパンサーチの運用拡大
・利活用促進、広報強化、長期保存、人材育
成、法的課題の整理
・連携促進、つなぎ役支援
・つなぎ役不在分野のつなぎ役創出策

(3)更なる利活用促進施策
・利活用好事例の創出方法と収集方法
・効果的な産学官連携の手法
・構築・共有・活用ガイドラインの改定
・二次利用条件表示の在り方改定
・効果的なイベントやPR手法など

(6)制度的課題への対応と共有
・肖像権、プライバシー権、個人情報保護法制
等への対応策
・制度や法律などの改正や諸外国の動きの共有
と継続対応およびそれに基づくDA推進

(5)人材育成支援の具体策とアクション
・現状把握
・人材教育施策
・人材活用施策

＝今後の検討課題

【B】データのオープン化の考
え方が浸透

・利用条件が明示されたメ
タデータが流通すること
・一定の条件のもとにデジタ
ルコンテンツが許諾なく利
活用できること
・利活用好事例が収集さ
れ、共有されること

【A】多くの資源、コンテンツ
のデジタル化

・各機関のデジタルアーカイ
ブ推進の取組が適切に評
価されること

(1)具体的なデジタルコンテツ拡充施策
・地域アーカイブ構築の支援策について
・既存の文化資源以外の扱いについて
・アセスメントツール解説書の作成

2．デジタルアーカイ
ブの「構築」「共有」
「活用」のサイクルが
持続的である社会

3．「知」「文化」
「情報」の各資源が
適切に保存され、後
世に継承される社
会

1．誰もがデジタル
アーカイブを自由に
使える社会
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ジャパンサーチWG（正式版公開後）の目的と検討課題
ジャパンサーチへのアクセスを増やすこと
JPSを通して各機関へデジタルアーカイブへのアクセスを増やすこと
エンドユーザーへのアプローチを強化し様々な機能を使ってもらうこと

利活用のコミュニティを育成すること
永続的に運営すること

【社会的インパクト】
長期アウトカム中期アウトカム

【アウトプット】【活動】【インプット】

現状で目指すべき形
※社会情勢や技術・サー
ビスの変化により変動

１．アーカイブ機関
が高品質なコンテン
ツとメタ情報を簡単
に共有できること

２．ユーザーコミュ
ニティが、ニーズに
応じ、メタデータを
通して、デジタルコ
ンテンツ情報に到達
できること

３．様々な手段によ
りユーザーをひきつ
け、利活用体験を創
出すること

【A】ポータルであると同時に、
プラットフォームとして機能する
こと
・アクセス数が増加し、利活
用事例が増えること

【B】連携機関が増えること
・連携DBやコンテンツが増え
ること

【C】安定的に運営できること

①ジャパンサーチの機能拡充
②ユーザビリティの向上

③利活用促進
・活用事例の収集

⑤利活用者コミュニティ育成策の検
討

④プロモーションの強化
・公式SNS、動画チャンネルの開設
・各種イベントの開催

⑦運営主体、運営組織の強化

(1)ユーザーを増やすための施策の検討
・プラットフォームとしてのJPSの軸は何か
・目指すべきプラットフォームとは
・どんなユーザーをひきつけるべきか
・利活用事例をどのように創出するか
・コミュニティの育成策、サポータ制度の整備
・有効な広報手段について
・多言語化対応について

＝今後の検討課題

・運営予算
NDL

・有識者の知
見

・アーカイブ機
関および関係
省庁の協力

・各種会議

(2)データを増やすための施策の検討
・連携優先分野、領域の特定（有償・海外・
ベンダーetc）
・地方機関のローカルデータとの連携方法
・KPIの策定は必要か、どのようなKPIか
・連携機関の課題の吸い上げと対応方法
・つなぎ役の役割の明確化
・つなぎ役のメリットや支援策
・つなぎ役のスキル、ノウハウの共有方法

(3)活動を継続するための施策の検討
・持続可能な運営体制とは
・具体的なアクションとは

⑥連携促進
・メタデータの整備
・JPS連携フォーマットと利活用
フォーマットの策定
・つなぎ役支援策と利活用促進策
の検討
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